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      まえがき 
 

⾼齢者の増加に伴い認知症の⼈が更に増加することが⾒込まれていることを踏まえ、平成 24 年 9 ⽉、

厚⽣労働省において、「認知症施策推進５か年戦略（オレンジプラン）」が策定され、さらに、平成 27

年 1 ⽉には、税・社会保障⼀体改⾰の進捗等を加味した、いわゆる「新オレンジプラン」が国家戦略とし

て位置付けられ公表されるに⾄っている。新オレンジプランでは、認知症ケアにかかる⼈材の育成につい

て、職種の拡⼤、⼈数の上積みなど、更なる体制の強化・充実が整理されている。 

認知症初期集中⽀援チームは、これまでの、①早期対応の遅れ、②継続的なアセスメントが不⼗分、

③事後的な対応が中⼼、という認知症ケアの課題に対して、特に①に対応した早期⽀援機能、すなわ

ち「早期・事前的な」アプローチを担うものとして、同プランでも重要項⽬として位置付けられ、平成 30 年

度には、地域⽀援事業の⼀つの柱として各⾃治体での設置が必須とされるに⾄っている。 

本事業の前⾝にあたる平成 24 年度事業では、全国 3 か所のモデル実践の結果を踏まえた認知症

初期集中⽀援チームの活動スキームの検討、続く平成 25 年度事業では、認知症初期集中⽀援チー

ム員の養成を⽬的とする研修の実施（研修テキストの作成を含む）、モデル事業を全国 14 地域に拡

⼤し、データ収集や巡回視察等によってチーム活動の実態把握を⾏ってきた。 

本年度においては、認知症初期集中⽀援チーム設置準備の最終段階の年度として、研修実施、グ

ッドプラクティス収集をそれぞれ別事業として並列進⾏させつつ、当初の整備予定よりも前倒しされた地

域⽀援事業（任意事業）の枠組みでの展開とした 41 地域で認知症初期集中⽀援チームを設置、

活動実績データの蓄積・分析スキーム作り、地域巡回による質的状況の検証などを⾏った。 

地域の認知症の⼈や家族を早期から⽀えるための、認知症初期集中⽀援チームの活動充実に向

け、本年度事業では、各地域に設置されたチームが継続的にその役割を果たしていくための、指標とな

る量的・質的な活動内容や⽔準の提⽰を試みた。なお、形態を問わず、全国または都道府県レベルで

の各地域・各チームの継続的なフォローアップや進捗管理が⼀定程度必要であることも確認できた。 

本年度事業の成果によって、認知症初期集中⽀援チームによる活動が特定地域の特有のものとな

るのではなく、広く⼀般が享受することができる認知症早期対応の有効な仕組みとして、設置、定着、

認知され、実績を積む、という好循環を⽣むものとなることを期待する。 
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Ⅰ 事業概要                                                                           

  1. 事業名 

認知症の早期診断、早期対応につながる初期集中⽀援チームの設置運営に関する調査研究事業 

 

  2. 事業⽬的 

認知症の⼈やその家族に早期に関わる「認知症初期集中⽀援チーム」について、実践するサービスの

効果測定・評価を⾏うとともに、同チームを設置・運営を担う市町村等の⾃治体による円滑な導⼊に資す

るべく、実施⾃治体を拡⼤し、多くの実践データを蓄積、整理することを⽬的とする。 

 

  3. 事業実施期間 

     平成 26 年 5 ⽉ 31 ⽇ から 平成 27 年 3 ⽉ 31 ⽇ まで 

 

  4. 事業内容 

    かかる事業⽬的のために、全国の有識者を中⼼に、また、昨年度からの継続的な体制も考慮し、委員

会を組成した。 

同委員会では、地域⽀援事業（任意事業）の枠組みで実施される認知症初期集中⽀援チームに

関する活動実態調査（データ収集および評価）を中⼼に担いながら、関連する事業として実施された

「認知症初期集中⽀援チーム員研修の企画・運営とカリキュラム・教材作成」に関する事業、および、「⽀

援者⽤・家庭⽤の⽀援ツールの作成（グッドプラクティス収集）」に関する事業とも連携し、認知症初期

集中⽀援事業にかかる全体取りまとめの検討も実施した。 
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4-1 事業の具体的な内容 

具体的には、本事業を含む 4 つの事業が並⾏的に位置付けられ、認知症初期集中⽀援事業全体

を⽀えるような形態をとった。 

図表 1-1  事業の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    4-2 委員会体制および開催状況 

［委員会］                                             

 ⽒ 名 所 属 

座⻑ ⿃⽻  研⼆ 国⽴⻑寿医療研究センター  総⻑ 

 鷲⾒  幸彦 国⽴⻑寿医療研究センター  副院⻑ 

 粟⽥  主⼀ 東京都健康⻑寿医療センター 研究部⻑ 

 筒井  孝⼦ 兵庫県⽴⼤学⼤学院 教授 

 武⽥  章敬 国⽴⻑寿医療研究センター 脳機能診療部医⻑ 

 清家  理 京都⼤学こころの未来研究センター 上廣こころ学研究部⾨ 助教 

 宮崎 和加⼦ ⼀般社団法⼈全国訪問看護事業協会 事務局⻑ 

 ⾼橋  裕⼦ 世⽥⾕区 介護予防・地域⽀援課 係⻑ 

 吉⽥  知可   ⼤分県 ⾼齢者福祉課 副主幹 

厚⽣労働省⽼健局⾼齢者⽀援課認知症・虐待防⽌対策推進室 

〈事務局〉  独⽴⾏政法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター 
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【委員会(ワーキングを含む)】 

     第1回 委員会 

⽇時   平成26年9⽉17⽇（⽔） 

議事   1 平成26 年度事業計画と経過報告 

① 平成26年度事業計画について 

② チーム員研修・⽀援ツール作成等の事業進捗について 

③ 実績報告⽤ソフトウェアの制作について 

2 下半期の具体的な活動について 

①任意事業地域へのモニタリングについて 

②活動実績の取りまとめに向けて 

      (ワーキング委員会) 

⽇時   平成27年2⽉13⽇（⾦） 

議事   1 実績(チーム･対象者)データの取りまとめ 

① 実施地域の概要等 

② 活動実績データの取りまとめ 

               2 その他の活動実績について 

                  ① 広報、チーム員会議、検討会議、課題等の状況 

                  ② チーム員会議巡回の状況と課題 

               3 チーム員研修事業、⽀援ツール作成事業の状況 

               4 事業取りまとめに向けた検討事項 

                   26年度取りまとめと27年度以降に向けた課題(案)について 

      第2回 委員会 

⽇時   平成27年3⽉2⽇（⽔） 

議事   1  本年度のチーム活動実績報告について（報告と確認） 

① 実施地域の実績データ取りまとめ 

② 巡回地域の状況まとめ 

③ 26年度事業報告書について 

       2  チーム員研修事業班、事例収集事業班の状況（報告） 

       3  27年度以降に向けて（協議） 
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4-3 事業スケジュール 

  委員会および各部会は、おおむね以下のスケジュールで進⾏した。 

本年度の⼤きな課題として、14 モデル事業地域から⼤幅に拡⼤した事業実施地域における具体的

な初期集中⽀援の活動実績を、共通の定義・ルールにおいてデータとして収集・把握することが挙げら

れた。 

事業開始直後から、最終的な評価指標（項⽬）の検討からスタートし、実施地域において活動実

績を適時にデータ⼊⼒できる専⽤プログラムの作成に取り掛かった。10 ⽉初にはプログラムを各地域に

配布し、データ収集を⾏うことができた。また、⼀定の活動がスタートした 12 ⽉頃から、委員会委員を中

⼼に、数ヵ所を選定してチーム員会議等の巡回を⾏った。 

なお、昨年度は同⼀事業内で実施した認知症初期集中⽀援チーム員研修は、関連する研修カリ

キュラム・テキスト作成にかかる事業が並⾏して 7 ⽉上旬に実施した。 

 

図表 1-2  事業スケジュール（交付申請当初予定） 
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Ⅱ 認知症初期集中⽀援 活動実績取りまとめ                                               

  1. 事業概要と実施市町村   

1-1 事業概要 

昨年度は、事業の全ての枠組みをモデル事業と位置付け、「市町村認知症施策総合⽀援事業
実施要綱」を根拠として推進した。 

本年度は、地域⽀援事業におけるチーム設置必須化を視野に⼊れ、「認知症初期集中⽀援推
進事業」の要綱の下で、同事業の任意事業としての展開を中⼼とした（本事業に協⼒頂く 41 ⾃
治体は任意事業の枠組みで、それ以外の 65 ⾃治体は独⾃事業として取り組んだ）。 

下線部は、昨年度要綱からの変更点である。 

図表 2-1 平成 26 年度 実施要綱 
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1-2 実施⾃治体 

    地域⽀援事業（任意事業）の枠組みで認知症初期集中⽀援チームを設置した⾃治体は、下

表の通りである。本事業と同じ⽼⼈保健健康増進等事業において並⾏して実施された認知症初期

集中⽀援チーム員研修事業が⾏った 7 ⽉初旬のチーム員研修を受け、また、本事業で実施した活

動実績収集に協⼒を頂いた（2 およびⅢで詳細説明）。 

図表 2-2-1 実施地域⼀覧 
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図表 2-3-1 実施地域の基礎情報① 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11



 
 

 

図表 2-3-2 実施地域の基礎情報② 
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  2. 活動実績データの収集について  

認知症初期集中⽀援チームの設置⾃治体が⼤幅に拡⼤された本年度、活動実績の効率的かつ

統⼀性のある⽅法論（項⽬定義の整合性等）で活動実績のデータを収集することを検討した。 

 

    2-1  データ収集の必要性  

昨年度事業での取りまとめのプロセスと結果を参考にしながら、直近の認知症初期集中⽀援チー

ムの設置必須化に向けた拡⼤にあたって、全国の各⾃治体に対して有効な基礎資料を提供するた

め、認知症初期集中⽀援チームの設置、運営、活動について、どの項⽬について、どのような指標を

提⽰すべきか、の検討を⾏った。それを踏まえて、本年度の参加⾃治体に対して、どのような⼿法で、

どのような活動実績を報告して頂くことが有効かを検討した。 

なお、昨年度に引き続き、上記⽬的とともに、認知症初期集中⽀援チームの有⽤性や効果を検

証するため、また、次年度以降も継続して収集すべきデータは何か、についても、併せて検討した。 

 

具体的には、活動実績の収集、専⽤プログラム（ソフトウェア）を実施地域に配布、地域の情報、

チーム活動実績を⼊⼒して頂き、⼀定期間後のデータを厚⽣労働省が回収し分析する、という⽅

法論を検討した。 

制作趣旨は、チーム活動の主要な指標について、統⼀的な定義・ルールに基づいたデータとして

効率的に収集する、ことに置いた。また、検討のプロセスとしては、①収集すべき指標の検討、②その

ために収集するデータ項⽬を決定、③項⽬は、数値的把握が可能かつ、操作の簡易性、実務との

連動性などに配慮する、というものであった。 

図表 2-4 データ収集の必要性（第 1 回委員会資料より） 
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チーム指標は、具体的な認知症初期集中⽀援の活動の流れに沿って、①情報収集、②アセスメ

ント、③初期訪問⽀援、④チーム員会議、⑤初期集中⽀援、⑥サービス引継、⑦モニタリング、⑧

費⽤、に分けて整理した。 

昨年度の収集項⽬をベースに、その取りまとめの際に必要と考えられた新たな項⽬を加え、55 項

⽬を設定した。なお、項⽬には、地域ないしチームとしてのデータ、⽀援対象者となる個別の活動か

ら得られるデータ、その両者の計算により得るデータがあった。チーム指標およびプログラムの⼊⼒項⽬

からの算出式（算出する際に想定した計算式）の⼀覧（第 1 回委員会での検討段階のもの）を

⽰す。 

図表 2-5 チーム指標・項⽬の⼀覧（第 1 回委員会資料より） 

                                                  ※右欄は データ項⽬から指標を算出する際の想定計算式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14



 
 

 

  （続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15



 
 

これらの指標を算出するために必要な専⽤プログラムを検討する際には、⼤きく「チーム・地域に関

する⼊⼒項⽬」と「対象者ごとの個別⽀援の⼊⼒項⽬」の 2 つに分け、それぞれを個別の計算式を

設定することから、必要となる、①活動に関するデータ、②⽀援効果に関するデータ、③費⽤に関す

るデータとして集計分析するプロセスを検討した。 

具体的には、「チーム・地域に関する⼊⼒項⽬」は、⾼齢者⼈⼝等の基礎データ、チーム員の 1

時間あたり⼈件費のデータ、⽉ごとのチームとしての活動データ（チームとしての訪問回数、チーム員

会議回数など）とした。また、「対象者ごとの個別⽀援の⼊⼒項⽬」は、対象者の年齢や認知症⽇

常⽣活⾃⽴度などの基本情報、アセスメントの結果、訪問⽀援内容（時間や担当職種、個別の

⽀援内容などは除く）、チーム員会議（取扱時間）、⽀援終了時の状況、とした。 

①活動に関するデータは、チームとしての活動状況、対象者ごとの訪問回数、会議所要時間、⽀

援期間などの指標を⽰す。②効果に関するデータは、アセスメント、診断、サービス利⽤等の把握・

介⼊時と⽀援終了時の⽐較を⽰す。③費⽤に関するデータ、すなわち、対象者 1 ⼈あたりの所要

額は、全体の統⼀性を図る観点から、「訪問⽀援の⼈件費」と「チーム員会議に係る費⽤」を共通

の積算データとし、それにかかる各⼊⼒項⽬から算出することとした。なお、この点については、チーム

活動の基礎費⽤（⾞両費等のその他管理費）は含めないなどの検討を⾏った。 

 

      図表 2-6 データ収集の必要性と⽅法について（第 1 回委員会資料より） 
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    2-2  実績報告⽤プログラム(Ver.1)について   

事前の検討を受けて、7 ⽉初旬の認知症初期集中⽀援チーム員研修後の各地域での活動開

始に合わせることに向けて、専⽤プログラム（実績報告⽤プログラム）の制作をスタートした。 

また、制作の過程では、プログラムの概要、画⾯構成や⼊⼒予定項⽬、主な機能などを地域⽀

援事業で実施する協⼒ 41 地域に対して情報提供していくことに努めた。 

実績報告⽤プログラムの構成は極⼒シンプルなものとし、データ⼊⼒に多くの労⼒を要しないことを

⽬指した。画⾯は操作に連動して⼤きく 4 つに分け、チーム情報で 1 画⾯、個別の⽀援活動で 3 画

⾯（介⼊時、訪問・会議、終了時）とした。 

⼊⼒画⾯の構成は以下の通りである。 

 

    （1）チームデータ⼊⼒画⾯ 

          基礎的な情報として、①基礎情報のパート（⾼齢者⼈⼝、チームの設置形態など）、②

費⽤関連情報のパート（チーム員の職種別の時間単価、チーム員会議開催費⽤）、③⽉

次のチーム活動のパート（取扱対象者数、チーム員会議回数など）で構成した。 

  図表 2-7-1 チームデータ⼊⼒画⾯ 
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    （2）対象者データ⼊⼒画⾯（その 1：基本属性、介⼊時状況） 

          対象者ごとの⼊⼒画⾯は、介⼊時、⽀援活動、終了時の 3 つにタブで分割しており、デー

タ⼊⼒の利便性を図った。 

          介⼊時の画⾯は、対象者の性別、把握ルート、サービス利⽤、診断等の基礎情報に加え、

アセスメント（DASC、DBD13、Zarit8）の結果スコアだけでなく、詳細内容を別画⾯でチェック

できるように構成した。（後述の「操作の⼿引き」参照） 

      図表 2-7-2 対象者データ⼊⼒画⾯（その 1：基本属性、介⼊時状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （3）対象者データ⼊⼒画⾯（その 2：訪問⽀援実績、チーム員会議実績） 

          2 タブ⽬は、具体的な⽀援活動を構成する「訪問⽀援」と「チーム員会議」の実績を、回数

ごとに⼊⼒できるようにした。訪問⽀援は、訪問⽇付、訪問担当職種、訪問時間を、チーム

員会議は、開催⽇付、当該対象者の取扱時間（分単位）を⼊⼒項⽬とした。 

          なお、この画⾯の⼊⼒内容が、1 ⼈あたりの所要額計算の基礎データとなるため、⼊⼒の

正確性を期すために、⼊⼒項⽬をできる限り少なく、⼊⼒内容に齟齬が⽣じないようにシンプ

ルな設計とした。 
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      図表 2-7-3 対象者データ⼊⼒画⾯（その 2：訪問⽀援実績、チーム員会議実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （4）対象者データ⼊⼒画⾯（その 3：⽀援終了時） 

          ⽀援終了時は、⽀援の効果を測定するため、診断やサービス導⼊の結果、アセスメントの

変化、などを中⼼に項⽬を配置した。また、最終段の費⽤については、これまでの時間当たり

の設定単価と活動実績の⼊⼒内容から⾃動計算されることとした。 

      図表 2-7-4 対象者データ⼊⼒画⾯（その 3：⽀援終了時） 
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    （5）⾏政担当者への事前の情報提供 

          さらに、実績報告⽤プログラムのスムーズな導⼊を図るために、予め⼊⼒担当者として想定

した⾏政担当者向けに、プログラムの全体像、設定画⾯、主な⼊⼒⽅法、データ提供⽅法

などについて、実績報告⽤プログラム制作と同時並⾏で情報提供を⾏った。 

図表 2-8 実績報告⽤プログラム(Ver.1.0)⼊⼒画⾯説明 
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    （5）操作マニュアル（操作の⼿引き Ver.1.0） 

          各地域での認知症初期集中⽀援の具体的な訪問活動等のスタートに合わせて（少なく

とも 1 か⽉程度の記録の遡りにとどまるように）、平易な表現を使い、画⾯の多く使い、全体

ページ数の圧縮することで、実績報告⽤プログラムの負担ない操作に資するようなものを作成

した。 

図表 2-9 操作の⼿引き(Ver.1.0)  
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  3. 活動実績  

地域⽀援事業での実施 41 地域の認知症初期集中⽀援チームの活動について、活動実績の量的

データ（3-1）と同時並⾏で⾏政担当者に対して実施したアンケートによって収集した数値データ以外

の質的な情報（3-2）から、平成 26 年 12 ⽉末までの活動に関する主要な指標について取りまとめた

結果を⽰す。 

 

    3-1  データ取りまとめ（ソフトによる量的実績把握） 

各地域に配布した実績報告⽤プログラムでは、チームごとに集計した後のチーム指標データと、⼊

⼒の対象となった対象者ごとのデータがファイルとして出⼒することができ、それを厚⽣労働省にメール

送付する形でデータ収集が⾏われた。 

データ収集が⾏われる時期に向け、地域ごとのデータファイルを統合、集計を⾏う「実績データ集

約プログラム」を作成し、データの結合、集計作業を⾏った。実績報告⽤プログラムの設計当初に指

標として設定した 55 項⽬についての集計結果は専⽤の帳票として出⼒できるようにした。 

     図表 2-9 地域から提供されたファイルの集約プログラム（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

② 

地域から提供されたファイル 
を集約専⽤のプログラムに 
取り込む（ドラッグ・ドロップ） 

全体または条件を 
絞って、チーム指標 
を作成して出⼒する 

 

地域ごとのホルダに 
2 つのデータファイル 
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以下では、まず、各地域から提供された実績データを集計・分析するための「集約プログラム」を使

⽤した全体データの集計結果を⽰し（1）、続いて、委員会等での検討資料とした主なチーム指標

についてのデータ分析の結果および評価を取りまとめる（2）。 

      （1）実績データ「集約プログラム」による集計結果 

            各地域から提供されたデータファイルを専⽤の集計・分析⽤プログラムを⽤いて、検討さ

れた認知症初期集中⽀援チームの活動実績や効果性を⽰す評価項⽬について、チーム

ごと、対象者ごとに⼊⼒されたデータから、⾃動計算・表⽰するプログラムを制作した。 

            評価項⽬の数値を表⽰した集計結果の出⼒イメージは図表 2-9 の通りである。 

            なお、データを提供した各地域においても、⾃地域の同様の指標が表⽰・印刷される機

能を実績報告⽤プログラムには搭載している。 
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                                                            図表 2-10 集約プログラムによる 
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集計結果（出⼒帳票） 
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      （2）活動実績取りまとめ（第 2 回委員会資料より） 

「実績報告⽤プログラム」および「集約プログラム」でのデータ集計作業では、地域ごとのチ

ーム指標化を経て、41 のチーム指標（集計結果）の統合を⾏う、というプロセスを前提とし

ていたため、細部の⼊⼒漏れや⼊⼒内容の不整合などが、完全には整除（データクリーニン

グ）しきれない構成であった。 

よって、収集したデータで⼤枠の活動実績の把握（1）をした上で、各地域のチーム指標

とは別に提供された「対象者データファイル」から別途データベースを作成し、重要と考えた指

標について、委員会への報告・検討のための資料として取りまとめた。その結果（委員会資

料）を以下に⽰す。 

 

        ① 資料⽬次 

55 項⽬のチーム指標について、⼤きく「1 実施地域概要」、「2 対象者概要」、「3 訪

問⽀援・チーム員会議詳細」、「4 終了時の状況（変化・効果）」に分けて整理した。   

       図表 2-11-1 集計⽬次（第 2 回委員会資料より） 
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        ② 集計項⽬と対象者数の流れ 

対象者データの提供のあった 39 地域（具体的な⽀援実績がなく対象者データの提

供がなかった 2 地域を除く）について、平成 26 年 4 ⽉ 1 ⽇以降の把握対象者のデータ

N=674 に絞って集計・分析を⾏った。 

また、アセスメントの項⽬では介⼊時、終了時の2つの実施においてデータ⼊⼒のあった

対象者に、⽀援の効果等を⽰す後半項⽬では、さらに上記の 674 ⼈から ⽀援終了者

N=215 に絞って集計・分析を⾏った。 

集計項⽬ごとの対象者（N）数の流れは以下のスライドのとおりである。 

       図表 2-11-2 集計項⽬と対象者数の流れ 
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        ③ 職種別単価・チーム員会議単価 

対象者への訪問⽀援、チーム員会議の実績から 1 ⼈あたりの所要額を算出するため

の基礎データとして、チームごとにチーム員の職種別に 1 時間あたり単価とチーム員会議

開催費⽤を⼊⼒頂いた。 

             下記は 39 地域の平均値を⼀覧にしたものである。専⾨医（医師）は 10,703.5 円、

以下、保健師 2,097.7 円、看護師 3,362.6 円、作業療法⼠ 2,724.9 円、社会福祉

⼠ 2,109.1 円、介護福祉⼠ 1,913.8 円と続いた。また、チーム員会議の 1 時間あたり

の開催費⽤は 16,283.4 円であった。 

       図表 2-11-3 職種別単価・チーム員会議単価 
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        ④ 対象者概要 

対象者N=674の概要では、性別、年齢階級、世帯状況等からは、認知症初期集中

⽀援チームの対象者はごく⼀般的な構成となっており、特異な対象群ではなかった。 

なお、把握ルートは昨年度同様に本⼈・家族からが半数を占め、また、約 4 割が困難

事例に該当していた。 

       図表 2-11-4 対象者概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47



 
 

        ⑤ 介⼊時の状況 

介⼊時の状況としては、医療の利⽤状況（定期的な受診の有無等）について、「未

利⽤」が 56.1％、「かつて利⽤」が 5.2％、「利⽤中」が 35.5％であった。また、認知症診

断の有無について、「既に診断済み」が 23.4％、「診断なし」が 69.0％（465⼈）であっ

た。他⽅、介護サービスの利⽤状況（介護保険サービスの利⽤等）について、「未利⽤」

が 76.4％、「かつて利⽤」が 3.0％、「利⽤中」が 16.2％であった。 

       図表 2-11-5 介⼊時の状況 
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        ⑥ アセスメントの状況（介⼊時、終了時） 

介⼊時および終了時に実施するアセスメントとして⽰されている、DASC、DBD13、

Zarit8 について、⽀援終了者 N=215のうち、介⼊時・終了時ともアセスメント結果のある

対象者について、スコア階級別の構成割合をみた。 

DASC（N=123）では、介⼊時に⽐べ、終了時のスコアの構成割合が、全体的に⾼

得点層の割合が増加している傾向が⾒られた。平均値は 0.9 ポイント増であった。なお、

DASC の 21 項⽬のうち、「徘徊リスク」に関する 2 項⽬（5：「⾃分のいる場所がどこだか

わからなくなることがありますか」、6：「道に迷って家に帰ってこれなくなることがありますか」）

に 「ときどきある」以上のチェックが⼊った場合の“徘徊リスク”について、「あり」としたのが、

34.1％から 35.8％に増加していた。 

DBD13（N=115）は、「〜10 点」、「11〜20 点」の低得点層が⼤きく増加していた。

平均値は 1.5 ポイントの減であった。介護負担を⽰す Zarit8（N=80）でも、「〜10点」

の層が 30％以上増加し、⼤きく改善を⽰していた。 

       図表 2-11-6 アセスメントの状況 
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        ⑦ ⽀援期間 

チーム指標として着⽬した⽀援期間として、まず、「把握〜初回訪問」のファーストコン

タクトまでの期間についてみると、⽋損値を除く 614⼈のうち、「〜3⽇」が 165⼈と最も多

く、「4〜7⽇」が 137⼈と続き、約半数が把握から 1週間以内に初回訪問に⾄っていた。

平均値は 15.5⽇、中央値は 8.0⽇、なお、標準偏差は 20.8 であった。 

続いて、「初回訪問から終了」の具体的な⽀援期間までの期間についてみると、⽋損

値を除く 210⼈のうち、「31〜60⽇」が 44⼈と最も多く、「15〜30⽇」が 40⼈と続いた。

グラフからもばらつきが⼤きいことが確認できるが、平均値は 62.9⽇、標準偏差は 51であ

った。 

また、認知症初期集中⽀援チームの主たる役割ともされる「医療・介護につながるまで

（把握から引継）」の⽇数は、医療につながるまでの⽇数が、終了者のうち介⼊時に医

療未利⽤者 133 ⼈のうち、「引継あり」が 92 ⼈（69.2％）、⽇数平均が 52.2 ⽇

（N=69）であった。⼀⽅、介護につながるまでの⽇数が、同 152⼈のうち、「引継あり」が

122⼈（80.3％）、⽇数平均が 74.0⽇（N=114）であった。 

       図表 2-11-7 ⽀援期間 
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        ⑧ 所要額（対象者あたり費⽤） 

前述の通り、チームごとの職種別の単価、チーム員会議の単価および、対象者ごとの

訪問⽀援回数等とチーム員会議取扱時間などから算出した所要額の状況をみると、終

了者のうち上記 4 要素に⼊⼒漏れがなかった 154 ⼈の平均では 26,906.1 円、中央値

は 24,512.5円であった（標準偏差は 20,300.9）。 

なお、昨年度の平均値である35,703円からは約 10,000円の減となっているが、データ

収集⽅法や 1⼈あたりの費⽤に含まれる要素の違いもあり、単純⽐較は難しい。 

また、5,000 円刻み階級での分布をみると、15,000 円以下の低費⽤群、15,001〜

35,000円以下の中費⽤群、それ以上の⾼費⽤群、に分けられる傾向が確認できた。 

       図表 2-11-8 所要額（対象者あたり費⽤） 
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        ⑨ 終了時の状況（医療・介護サービス利⽤状況） 

終了時の状況として、まず、医療（通院・服薬）の利⽤状況（①ⅰ）について、終

了者で介⼊時医療未利⽤者133⼈のうち、「通院治療」が57⼈（42.9％）、「服薬の

み」6⼈（4.5％）、「導⼊なし」48⼈（36.1％）、⽋損値 22⼈となった。 

もっとも、「導⼊なし」「⽋損値」70⼈のうち、『引継あり』は32⼈にのぼり、上記にこれを

含めて考えると、95⼈（71.4％）が介⼊時未利⽤から医療につながったと考えられる。 

続いて、認知症の診断（①ⅱ）については、終了者で介⼊時未診断者 152 ⼈のう

ち、「診断」導⼊に⾄った（予定を含む）のは100⼈（65.8％）であった。その100⼈の

診断名内訳は、「アルツハイマー型認知症」が 38 ⼈、「⾎管性認知症」が 11 ⼈」、「レビ

ー⼩体型認知症」6 ⼈、「前頭側頭葉変性症」4 ⼈、「混合型認知症」9 ⼈、「その他」

24⼈であった（その他 24⼈の内訳は、「MCI」が 7⼈、「その他の精神疾患」が 8⼈、正

常が 5⼈であった）。 

⼀⽅、介護サービスの利⽤状況（②）は、終了者で介⼊時介護未利⽤者152⼈の

うち、「介護保険サービス」の利⽤が 56⼈（36.8％）、「インフォーマルサービス」が 16⼈

（10.5％）、「併⽤」が 13⼈（8.6％）であった。 

       図表 2-11-9 終了時の状況（医療・介護サービス利⽤状況） 
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        ⑩ 終了時の状況（転帰等） 

まず、転帰の状況は、終了者 215⼈のうち、「在宅継続」が 178⼈（82.8％）、「⼊

院」が 24⼈（11.2％）、「⼊所・⼊居」が 6⼈（2.8％）であった。 

また、⽀援終了後、モニタリングを実施した 81 ⼈について、何らかの理由により継続⽀

援ができていない不適切事例にあたるか、をみると、「該当しない」が 75 ⼈（92.6％）と

ほとんどを占めていた。 

       図表 2-11-10 終了時の状況（転帰等） 
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    3-2  量的実績以外の状況の取りまとめ（質的実績） 

訪問⽀援やチーム員会議に関する量的なデータ収集と並⾏して、チームの活動地域におけるチー

ムの普及啓発や協⼒体制作りについても、アンケート等で情報収集を⾏った。 

      （1）普及啓発について 

関係者（協⼒者）へのチーム設置等についての普及啓発は概ね何らかの形で⾏われていた。

特に、チーム活動において対象者のかかりつけ医等の協⼒は不可⽋であり、医師会等の団体の

理解は重要であるため、多くの地域で周知活動が⾏われていた。 

図表 2-12-1 量的実績以外の状況の取りまとめ① 
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      （2）検討委員会・成果について 

認知症初期集中⽀援チームの継続的な取り組みの基礎となる、関係団体等による全体検討

を⾏う「検討委員会」は、ほとんどの地域で設置されていた。形態は、本事業のための“独⾃設置”

の場合と“既存の会議の中”において取り扱う場合が半々程度の割合であった。 

また、検討委員会と並び、チーム員活動を下⽀えする“地域からの“認知と協⼒”にとって重要

な、活動・広報ツール類の作成（成果）は 1/3 程度の地域で⾏われていない状況であった。 

図表 2-12-2 量的実績以外の状況の取りまとめ② 
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Ⅲ 認知症初期集中⽀援 地域巡回（認知症初期集中⽀援チーム員会議・同検討委員会）          

  1. 巡回対象地域 

活動実績の収集と並⾏して、実際のチーム員会議や検討委員会を巡回視察することで、より具体

的な運営・活動上の課題を収集した。 

もっとも、昨年度とは異なり全地域を巡回することは難しかったため、実際に事業を実施している⾃治

体において、チームの設置場所、⾃治体規模に応じた特徴や課題を把握するために 41 カ所のうち、6 カ

所の⾃治体について委員にて主にチーム員会議に参加するという形態の巡回訪問を⾏った。 

6カ所のうち、昨年のモデル事業から継続して2年⽬の⾃治体が2カ所（⽩鷹町、宇部市）であり、

うち 1 カ所（宇部市）は⾃治体で設置した検討委員会に参加した。また、26 年度から新規に事業開

始した⾃治体 4 カ所については、指定都市 1（名古屋市）、都市型 8 万⼈規模の市（和光市）、

中⼭間地の 2〜3 万⼈規模の 2 市（⻑井市、豊後⾼⽥市）を選定した。 

※なお、各地域での活動実績の状況から図表 3-1 の候補地域から、奥出雲町と三郷町への巡回は   

実施しなかった。 

図表 3-1 巡回対象地域⼀覧（第 1 回委員会資料より） 
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  2. 地域巡回の状況  

    2-1  チーム員会議  

事業実施地域のうち選定した 6 ヵ所に対して、委員会委員を中⼼にチーム員会議を巡回した際の

記録（運営概要、会議進⾏、チーム員の対応、課題など）を図表 3-2 に整理する。また、各地域の

詳細状況についても、⼀覧表に続いて⽰す。 

図表 3-2-1 チーム員会議巡回の記録整理（まとめ） 
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    1 ⽩鷹町（⼭形県）                                                          

●専⾨医は地域の医療機関の管理者であり、医療圏域でただ 1 ⼈の認知症サポート医であ
るため、地区医師会の医療機関や医師と⽇ごろから連携が取れており、医療連携体制は
良く取れているように⾒受けられた。 

●訪問担当者からの事例説明や訪問結果はまとまって報告されていたが、各事例の課題が明
確でないところもあり、基本情報や DASC 等のアセスメント結果から⽀援⽬標と⽀援⽅針が
⽴てられるような⼯夫が必要であると感じた。 

●会議中の課題として、⽀援課題が明確でないこと、会議の進⾏⽅法（例：担当者から経
過報告⇒他の関与者からの補⾜情報⇒出席者質疑応答⇒⽀援検討と役割分担）が定
まっていないこと、時間の管理がないこと等があるため、今後、会議資料の書式、チーム員会
議の進⾏⽅法等具体的に共有されていく必要があると考えられる。 

●⽣活状況の把握があまりできていない部分が多い。また、本⼈と介護者の問題が混在して、
誰に対しての⽀援を⾏うのかが曖昧なケースがあった。 

    2 ⻑井市（⼭形県）                                                           

●初回の会議であったが、今後、効率的な多職種間の会議にするためにも、専⾨医以外のチ
ーム員のアセスメント⼒等を上げていくことが⼤切である。 

●昨年度から実施している⽩鷹町のチーム員である医師がリードしながら、事例の理解を深
め、ディスカッションポイントを提⽰しているのは効果的である。今後、司会者の司会進⾏の
⼒量を上げていくことが必須である。 

●地域の実情（地勢、集落と歴史上の出来事による互助コミュニティー形成の難しさ、就労
形態と介護スタイル）に応じた、初期集中⽀援チーム活動の周知、活動展開の仕⽅を少し
ずつ⾒出していく必要性がある。 

●⽩鷹町と同じ医療機関にチームを設置しているため、⾏政間でチームへ期待する効果など
⾏政的なビジョンも含め、情報交換が重要となる。 

    3 和光市（埼⽟県）                                                           

    ●すでに認知症に関しての⾏政的な組織やシステムがきちんと出来上がっている市であり、その
システムの中に、認知症初期集中⽀援チームが位置づけられている。 

●チームを委託しておらず、本庁に置き、地域包括⽀援センターや精神科病院職員、地域の
GH、⼩規模多機能事業所の職員等様々な事業所の職種の⼈がチーム員となっており、多
職種会議が体制的に構築されている。 

●司会者がそれぞれの⽴場のチーム員からの意⾒を引き出し、今後の⽅針を決定している。ま
た、地域で使えるサービスが豊富なため、具体的なサービスへすぐにつなげる⽅針決定が会
議の場でできていた。 

●医師は会議の中の情報から今後起こりえる症状の問題を指摘したり、受診時の状況につい
ての助⾔と情報提供を⾏っていた。 

●司会を⾏う者の⼒量で意⾒を引き出すことができており、誰が司会を⾏っても同じように会議
が展開されるように⼈材を育成していくことが、課題だと考えられる。 
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    4 名古屋市                                                                 

    ●専⾨医が必要な時に発⾔し、それぞれが持っている情報を交換しながら、意⾒を⾔いなが
らの会議が開催されており、多職種でのバランスのいい会議となっている。 

●ケース検討の時間配分は新規約 20 分、問題あるケース約 20 分、継続ケース約 5 分で
計 1 時間程度の会議であり、時間配分もちょうどいいと思われる。 

●チーム員の関わりの終了の⽬安が決まっておらず、何となく継続しているケースがあった。ケー
スが増えることに伴い、ある程度の終了の⽬安を決める必要があると考えられる。 

●モニタリングを全ケース⽉に１回⾏っており、現時点ではそれが可能であるが、ケースが増え
た場合には、ある程度の期間の設定や何かあった時の連絡が⼊るようなシステム作りが必
要となると考えられる。 

●サポート医からの意⾒：訪問をすることや情報を出すことに対しては、個⼈情報保護の観
点からも⾏政のバックアップが重要。市からの医師会への働きかけ等を⾏う必要がある。 

  5 豊後⾼⽥市（⼤分県）                                                     

●状況をアセスメントすることは、事実をどのように整理し、判断していくことであるが、事実か状
況から予測したことか、不明瞭で緊急度が伝わりにくい。 

●誰が、何に困り、それを本⼈が、どう思っているか？困りごとについて、どこが担当するべきか？
いつも曖昧になるため独⾃の整理シートを検討作成している。 

●チーム員からの事例紹介の所要時間が 15 分以上かかかっていることから、効率のよいプレゼ
ンテーションや課題を明確に提⽰するスキルが必要。 

●現場からは理想のチーム員会議を⾒たいとの要望あり、チェックシートではイメージできないとの
担当者の発⾔あり。 

●チームが関与する際の同意書を取るタイミングやその⽅法について疑問点がチーム員より出さ
れた。初回でなくても関係がとれてから、もしくは家族を優先する場合もあり得ることを説明し
た。 
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図表 3-2-2 チーム員会議巡回時のチェックポイント（参考：昨年度作成） 
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    2-2  検討委員会  

本年度は、各地域に設置された認知症初期集中⽀援チームの活動の基礎となり、チームの位置付

け、認知、協⼒、また経過報告などを⾏う検討委員会にも巡回を⾏った。対象としたのは、昨年度から

事業に参加している宇部市であった。記録の整理と詳細は以下の通りである。 

図表 3-2-3 検討委員会巡回の記録整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    6 宇部市（⼭⼝県）                                                           

●昨年度モデル事業を実施した時の課題に対して、本年度の施策を計画し、実⾏し、それに対
しての意⾒交換を⾏っており、初期集中⽀援チームの活動のみに終わらずに市としての施策へ
つないでいる点はとても評価できる。 

●委員会の前に地域包括⽀援センターの各ブロック会議の報告とその中から「認知症の⽅への
対応について」共通の課題に対し、他のセンターにも似たケースがないか、その時にどのように対
応したか等を意⾒交換しつつ、インフォーマルなサービスも含めて解決⽅法を議論していた（例
えば、要介護状態になってからの市営住宅の5階からの住み替え等）。各地域包括⽀援セン
ターの共通の課題を整理しつつ、対応策についての検討を⾏っていることはかなり重要であると
思う。 

●委員会では委員が緊張されていたということで、意⾒があまり出なかった印象だった。職種に偏
った意⾒が出される印象ではないが、もっと積極的な議論が⾏われることが今後期待される。 

61



 
 

Ⅳ 考察                                                                              

  1  事業の評価  

    1-1  実績データからの評価 

○実施地域の拡⼤に伴って、効率的に、統⼀性あるルールで活動実績データを収集することを⽬

的に、専⽤の実績報告⽤プログラムの制作・データ収集を試み、⼤きなトラブルもなく、全ての地

域から活動実績が収集することができた点は、⽅法論の検証として成果があった。 

      ○収集されたデータによる集計・分析からは、それぞれ以下のことが整理された。 

        ①困難事例 

認知症初期集中⽀援チームの対象者選定に、困難事例が⼀定割合ある点は昨年度と同

様の結果であった。チームの役割を“早期の対応”、“軽度のうちの対応”に重点化するならば、

対象者基準を明確にすることが重要と思われた。 

このほか、地域に存在する⼀定数の困難事例の対応については、認知症初期集中⽀援チ

ーム以外でどこが対応できるのか等関係機関と連携しながら、⾃治体としての判断も視野に、

今後役割分担や明確化が求められると考える。 

        ②アセスメントの⽐較 

DASC の値は昨年度並みにスコアが上がっているが、DBD13 や特に Zarit8 については、有意

に改善している傾向がみられた。 

        ③⽀援期間 

「把握」〜「初回訪問」（ファーストコンタクトまでの期間）は半数以上が 7 ⽇以内に⾏われ

ていた。また、「初回訪問」〜「終了」（具体的な⽀援期間）は、平均⽇数は 2 か⽉を若⼲

上回る程度であったが、バラつきがみられた（標準偏差 51）。 

        ④所要額 

訪問回数の多さが費⽤増に直結していることが考えられるが、どのような対象者にどのような

職種の訪問やチームとしてどこまでかかわるか、といったチーム員会議や検討委員会での⼗分な

検討による⽀援計画が重要である点が確認できた。 

        ⑤終了時の状況（未利⽤者が医療・介護につながる状況） 

データ集計・分析においては、介⼊時の医療・介護サービスの未利⽤者について、終了時に

医療・介護サービスにつながったかどうかを確認したが、「診断」、「通院」、「引継」など複数の項

⽬があることから、どこにどのようにつながったのかが不明確であった。 

 

62



 
 

このことから、何をもって“医療・介護サービスにつながった”と定義するか、⼊⼒項⽬としてどの

ように設定するかなど、より慎重なデータ収集が必要である点が確認された。 

        ⑥転帰 

在宅継続割合は昨年度並みに⾼い構成割合を⽰した。 

昨年度と⽐較して、やや⼊院の割合が⾼くなったが、それは早期の適切な医療導⼊の表れ

でもあり特に問題ないと考える。 

○なお、活動実績データの評価について、介⼊時サービスの未利⽤者が、介⼊後医療と介護サー

ビスにどのようにつながったのか、どちらが先につながったのか、また、その“つながり⽅”と対象者属性

にどのような関係性があるか、等の深堀りが必要との指摘があった。 

○また、対象者 1 ⼈あたり費⽤（所要額）についても、⼤きく低費⽤群（10,000 円前後）、中

費⽤群（平均 25,000 円前後）、⾼費⽤群（30,000 円以上）に分けた上で、それぞれの対

象者像と⽀援内容との関係性も明らかにする必要がある点が指摘された。 

 

    1-2  巡回からの評価 

○チーム員会議は、個別事例を通して多職種でアセスメント結果を共有しながら、課題に対して、

様々な⽀援⽅策を⾒出し確認していくというプロセスを⾏う重要な機会である。その作業が成功

する要因としては、訪問を担当したチーム員のアセスメント結果と明確な課題の提⽰、チームで確

認しあう内容と論点の整理、今後の⾒込みと⽀援期間の計画、終了時の状況などが検討される

か、また効率よくこの内容が確認できるかどうか等が重要である。 

○昨年度作成したチーム員会議のチェックリストに沿って傍聴したところ、アセスメントに独⾃のシート

を⼯夫し、本⼈と家族の困り事や課題を整理するための新たなシートを作成している地域や、当

事者を⽀える社会資源として独⾃のサービスを設けている地域など各地での⼯夫が⾒られた。 

○また、チーム員会議の運営として、チーム員の職種により発⾔数に偏りのあるところもあり、今後チ

ーム員全体で活発に議論できるような関係性を築いていくことやチーム員それぞれの⼒量を上げて

いく必要性があることも課題として上げられた。 

○今後もさらに全国に事業が拡⼤されるにあたり、チーム員会議のイメージを想起させられるような、

チーム員会議のツール・様式の作成やポイントの可視化等が必要と考える。 
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2  全体考察  

はじめに、平成 25 年度報告書にあげた、平成 26 年度以降に向けての提⾔を⽰す。 

① チーム員活動の評価指標、評価⽅法の作成 

② 全国展開となった場合の⼈材の確保とその研修のあり⽅ 

③ 事例の詳細分析によるコスト、キャパの集積と明確化 

④ 認知症初期集中⽀援チームの市町村規模別、設置主体別の取りまとめ 

⑤ 事例へのパターン化と効果的でない事例への取り組み 

⑥ 地域でのグッドプラクティスの集積と活動の普遍化へ向けた課題の抽出 

本年度、これらがどの程度達成できたかを順に考察し、平成 27 年度以上に向けた提⾔を⾏う。 

 

認知症初期集中⽀援チームの必須事業化に向けた拡⼤にあたって、最初に検討した重要項⽬は 2

点ある。1 つは、どのような情報や指標を、どのような形で収集するかであり、もう 1 つはチーム員研修の⽅

法であった。 

前者に対して具体的には、活動実績の収集を、専⽤のプログラム（ソフトウェア）を実施地域に配布、

地域の情報、チーム活動実績を⼊⼒し、⼀定期間後のデータを厚⽣労働省が回収し、国⽴⻑寿医療

センターで分析する、という⽅法を検討した。このソフトウェアを作成したことにより、多数の実施主体から、

必要なデータを回収し、解析できるようになった。 

①チーム員活動の評価指標、評価⽅法の作成 および 

④認知症初期集中⽀援チームの市町村規模別、設置主体別の取りまとめ 

本編図表 2-5 に⽰すような評価指標を定めた。できる限り定量的な 55 項⽬の評価指標を設け、

⾃由記載の欄を設けなかったため、例えば、困難事例が具体的にどのような困難であったのか、不適

切事例の具体的な内容などはこのデータからは得られていない。 

今後、活動の評価指標だけでなく、このチームの有⽤性の評価に関連する項⽬の設定が求められ

る。⼊⼒作業が困難という指摘はなかったが、全国で⽤いるためにはさらに評価指標の取捨選択、簡

便化が求められる。また 27 年度以降も可能な限りデータ作成に協⼒を求めていくことが必要である。 

同時に、量的な活動実績データには表れにくい市町村規模別の活動の特徴や課題、設置主体

別に整理できる認知症初期集中⽀援チームの地域における役割の違いやそれに起因するチームの機

能発揮など、⼀つの地域内では解決できない⽐較検討・考察による情報提供を継続していかなけれ

ばならないと考える。 
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②全国展開となった場合の⼈材の確保とその研修のあり⽅ 

今年度、チーム員研修は 2 か所で⾏われ、⼤きな問題なく終了できた。 

もっとも、今後、最終的には全国 1,741 市町村に対して研修を⾏う場合には、全国 5 か所程度で

⾏い、かつ、全チーム員参加でなく、やむを得ない場合には研修を受講したチーム員が受講内容をチ

ーム内で共有することを条件として、同研修を受講していないチーム員の事業参加も可能とする要件

の緩和が⾏われ、伝達講習が認められたことで、受講しやすい環境が少し整ったと考えられる。      

医師要件では、厚⽣労働省の要綱改正案では、これまでの基本原則は維持しつつ、弾⼒的な運

⽤をめざすため、基本⽅針である専⾨医かつ認知症サポート医というところを、①⽇本⽼年精神医学

会若しくは⽇本認知症学会の定める専⾨医または認知症疾患の鑑別診断等の専⾨医療を主たる

業務とした 5 年以上の臨床経験を有する医師であって、今後 5 年間で認知症サポート医研修を受

講する予定のあるものは認めるということ、また、②認知症サポート医であって、認知症疾患の診断・

治療に 5 年以上従事した経験を有している医師（認知症疾患医療センター等の専⾨医と連携を図

っている場合に限る）が認められた。また、医師以外の専⾨職の要件においても、これまでは、国家

資格プラス実務経験 3 年以上または在宅ケア実務経験 3 年以上であったのを、実務、相談業務等

に 3 年以上携わって経験があるものは可となった。これらの措置により、⼈材確保の困難さが軽減され

ることが期待される。 

なお、今後も研修等によるチーム員の資質向上を図っていくことは⾔うまでもないが、後述 2-2 で⽰

すような新たな教材を投⼊し、研修レベルの向上を図るとともに、⼈材確保⾯では医師の確保が課

題の⼀つであると考えられることから、認知症初期集中⽀援チームとも関わりのある認知症サポート医

の養成と共通するカリキュラムについて整理し、合同研修を開催するなどを検討する必要性があると考

えられる。 

③事例の詳細分析によるコスト、キャパの集積と明確化 

本編図表 2-11-3 に⽰したように 39 地域の平均値は、専⾨医（医師）10,703.5 円、以下、保

健師 2,097.7 円、看護師 3,362.6 円、作業療法⼠ 2,724.9 円、社会福祉⼠ 2,109.1 円、介護

福祉⼠ 1,913.8 円と続いた。また、チーム員会議の 1 時間あたりの開催費⽤は 16,283.4 円であっ

た。 

この⼈件費テーブルおよび、個々の訪問⽀援・チーム員会議の回数等から計算された対象者 1 ⼈

あたりのコストはバラつきが⼤きかった。もっとも、1 ⼈あたりの所要額の分布からは、低費⽤群

（10,000 円前後）、中費⽤群（平均 25,000 円前後）、⾼費⽤群（30,000 円以上）に分けら

れるため、それぞれの対象者像（状態像や環境）と⽀援内容（訪問回数や訪問職種等）との関

係性も明らかにする必要がある。 
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⑤事例へのパターン化と効果的でない事例への取り組み および 

⑥地域でのグッドプラクティスの集積と活動の普遍化へ向けた課題の抽出 

⑤に関しては各地域における困難事例とそれ以外の事例を DASC のポイント差、DBD や Zarit の

得点等から分析し、実際にどのような事例が困難事例であるかを解析することが必要である。また各

地域を訪問した際に、チーム員から直接聞き取りによって事例収集することも必要である。 

⑥に関しては、宮崎委員がこの事業と並⾏して⾏われた事業で、認知症を⽀援する⼈に対する

「⽀援者向け冊⼦」を作成された。これは認知症の⽅とのファーストコンタクトのヒント集ということで、⽣

活状態の把握、⾝体状況の把握、認知症の度合いの把握、ご本⼈・ご家族の気持ち、家族状況の

把握という 4 つの視点からまとめられ、具体的な事例も豊富に収集されている。この冊⼦は初期⽀援

チームにとって⼤変有⽤な教材と評価できることから、今後の研修に取りあげていく予定である。 

 

 

3  平成 27 年度以降に向けた提⾔  

今後、これまで 3 年間取り組んできた調査研究の結果を踏まえて、平成 27 年度から平成 30 年度ま

でに全市町村に認知症初期集中⽀援チームを設置するとされている政策としての取り組みが推進され

ていくことが期待されるが、そのためには、以下の様な観点に基づき、今後も、認知症初期集中⽀援チ

ームに関する取り組みが必要と考えられる。 

1）認知症初期集中⽀援チームの有⽤性を引き続き提⽰すること 

具体的にはグッドプラクティスの集積とその条件の可視化を⾏い、評価指標の提⽰とデータ集積を

⾏うことが重要である。 

また、活動実績データによる量的に把握と⽬標化が可能な部分のみならず、地域巡回により得ら

れた質的・具体的な活動内容、協働体制、意識や⼯夫など、認知症初期集中⽀援チームが直⾯す

るであろう様々な場⾯に対応しうるイメージの提⽰も継続課題である。 

2）質の⾼いチームを育成すること 

チームとしての活動の要は「円滑なチーム員会議の開催｣と「認知症の早期対応・早期診断に適

確に対応した医療連携」であり、事業を⾏う市町村には、優秀なチームを育てられるかどうか、緊密な

医療連携が構築できるかどうか、⾃らの役割も含め、計画的かつ継続的に質の⾼いチーム形成を⾏っ

ていくことが重要である。 

また、「チーム員会議」の設置においては、⼈⼝が少なく⼈材が限られている地域などの場合、「地

域ケア会議」との⼀体化した運⽤など、双⽅の合議体の特性や機能・役割を踏まえつつ、効果的かつ

効率的な運⽤を⾏っていくことも必要である。 
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3）各職種の機能、役割の特徴を明確化すること 

調査研究事業の結果からは多職種によってチームが構成されているものの、それぞれの専⾨職がど

の程度⾃らの専⾨能⼒を発揮できているのか、またさらにどのような専⾨機能や能⼒が必要なのかに

関しては⼗分な結果が得られなかった。認知症初期集中⽀援チームには、従前の専⾨領域を越えて

機能することが求められていることに外ならないが、こうした各職種の機能、役割の特徴を明確化してい

くことが重要である。 

また、訪問事例の中には、貧困、消費者被害、虐待の事例があり、医療、介護の介⼊と同時に、

時にはそれ以前の対応が必要な場合があることから、チームへの社会福祉⼠の参加の他、地域包括

⽀援センターの権利擁護部⾨との連携等も促していくことも必要である。 

4）ガバナンスとしての本事業の位置づけを明確にすること  

認知症初期集中⽀援チームの活動は、⼊⼝は「認知症」という枠組みのなかで開始されるものの、

最終的には地域の医療介護を含む社会資源の総⼒を結集することになる。 

このチームの成功はすなわち、その地域の認知症の⼈や家族だけでなくすべての⾼齢者の⽣活しや

すさと直結すると考えられる。都道府県や市町村は認知症施策という狭い枠組みだけで考えるのでは

なく、この事業をその⾃治体の社会資本構築の重要なツールと認識して取り組むことが重要である。 

新オレンジプランでは、認知症初期集中⽀援チームは「認知症の容態に応じた適時・適切な医

療・介護等の提供」という柱の中で、「かかりつけ医」、「認知症サポート医」、「認知症疾患医療センタ

ー」や「地域包括⽀援センター」などと有機的連携を担っていくこととされている。 

⼀⽅、こうした機能がすべて揃い、常時、有機的な連携がとられている状態が理想ではあるが、現

実にはこれら全てが整う地域は限られており、複数の地域の「認知症初期集中⽀援チーム」が、これら

の周辺機能と連携共有せざるを得ないという構図も当⾯は予測されるが、いずれにせよ、先ずは、こう

した有機的連携体制の構築を⽬指すことが必要である。 
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